


































政治経済学部・政治経済学科 論文受理日 2017 年 7 月 3 日
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ンデー毎日』の記事 （10） を紹介しておく。 








か。「病弱な奥さんと子供 5 人の 7 人家族で，長引く不況で本業の収入が減り，個人事業税など約





産である児童手当ではないという理屈である。具体的には，「差押時（2008 年 6 月 11 日）の預金
残（130,073 円）の中に，13 万円の児童手当がそっくり含まれていたことは明々白々だったのです。
にもかかわらず，県の担当官が 6 月 11 日の早朝，差押禁止財産である児童手当が振り込まれるの
を待ち構えて，銀行の開店時間直後の 9 時 9 分に差し押さえを行ったのです。」ということになる。 















25 年 11 月 27 日判決）。 
 ・県税局は，本件差押えの前年に X についての収入や財産の状況について複数の金融機関に対し
て調査し，その結果，本件差押えに係る口座の存在を把握するとともに，同口座についての児童
手当の振込みや保険料の引き落としなどの入出金の履歴が記載された書面を受け取っていたこと 




















 　事例はこれに留まらない。「男性は一人暮らし。クリーニング店で働き，収入は月 7 万～ 8 万円。
4 万円の家賃を払うと生活は目いっぱい。保険料に回せるカネの余裕もなく，やがて国保料を滞納
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するようになった。」 （14） というケースである。「平成 27 年 6 月 1 日現在における保険料（税）に一
部でも滞納がある世帯数は，前年より 21 万世帯減少して 336.4 万世帯となった。市町村国保の全
世帯に占める滞納世帯の割合についても，前年に比べて 0.5％ポイント減って 16.7％となった。」 （15）
 という延滞状況である。保険者規模別保険料（税）収納率の推移（市町村国保）をみると，町村部









ています（同法第 75 条ほか）」 （16） となっているからである。「滞納者の最低生活の維持を図る必要」
は認められており，「滞納者の生活維持に不可欠と認められるもの」も差押えは禁止となっている。
しかし，何が「生活維持に不可欠」とされるかは，滞納処分をする自治体が判断する。この判断が











































賀県野洲市である。野洲市は人口 51,008 人，世帯数：19,624 世帯，高齢化率（65 歳以上人口割合）：




















 ①効果的な債権管理体制 効果的な債権管理体制（庁内各所属との連携） 
 →差押よりも市民生活相談部局との連携による債務整理の方が納税額を生み出しやすい 
 →徴収困難債権の一元管理体制 
 ②私債権の債権放棄による整理 私債権の債権放棄による整理（徴収が困難な債権） 









 　これに対して，群馬県前橋市は対照的と言える。前橋市は人口：338,482 人，世帯数：146,591 世
帯，高齢化率（65 歳以上人口割合）：27.7％となっている （20） 。滞納処分についての考え方は，「市
税は納期内納付が原則です。定められた納期限までに税金を納めていただけない方に対しては，市
民の皆様の大切な財産である市税を確保し，税負担の公平性を保つため，滞納整理を行わなければ
なりません。」 （21） と説明され，「市税徴収業務には，1 年間に約 1 億円もの費用がかかっています（た
だし，人件費を除く）。また，督促状の発送から滞納処分に至るまでに必要な郵送費等を試算すると，




す。」 （22） と徴収コストの問題が指摘されている。 
 　徴収コストは具体的に，「1 件当たりに掛かる滞納処分と他の納付方法との費用比較」として掲
載されていて，「市が負担する費用」として「口座振替約 10 円，コンビニ収納約 60 円，滞納処分













世帯数は世帯数比で考えると，野洲市 19,624 世帯，前橋市 146,591 世帯だから約 7.5 倍の数字となる。
この倍率を基準に比較していくと，滞納世帯数はそれほど比率で大きく相違していないが，差押え
件数は 133.8 倍と大きく相違している。差押え金額の総額はそれほど相違はないから，一件当たり
の差押え金額が違っていることになる。前橋市の差押え 1 件当たり金額 7,140 円というのは異例に
少ない数字である。群馬県全体で見ても，317,092円となっているし，大阪社会保障推進協議会のホー
ムページに掲載されている「平成 25 年度全国市町村国保滞納世帯・差押えデータ一覧」 （23） をみても，
滞納件数 100 件以下の小規模市町村ではありえるが，滞納件数 1 千件を超える自治体で，数千円で
差押えしているのは異例である。例えば，埼玉県川越市の一件当たりの差押え金額は，前橋市より










滋賀県 25,440  2,542 10.0％   563,666,257 221,741
群馬県 45,690 11,884 26.0％ 3,768,319,513 317,092
野洲市  1,122     38  3.4％    33,974,287 894,060
前橋市  5,816  5,086 87.4％    36,315,646   7,140
川越市 14,557  1,043  7.2％     6,099,700   5,848
出所「大阪社会保障推進協議会ホームページ（http://www.osaka-syahokyo.com/data.html）
「平成 25 年度（2013 年度）全国市町村国保滞納世帯・差押えデータ一覧」より作成。
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少額の 5,848 円であるが，差押え金額が 6,099,700 円と少額であることが大きい。前橋市で極めて
特徴的なのが，87.4％という差押え率の高さである。差押えが一世帯当たり複数あり，滞納世帯差
押率が 100％を超えているという市町村も複数存在するが，概ね小規模な町村自治体といえる。 
 　前橋市の差押え 1 件当たり金額 7,140 円，87.4％という差押え率というのは，相互に関連した数
字である。少額の滞納額でも差押えを執行しているから，87.4％という自治体としても極めて高い
差押え率となっている。前述したように。前橋市によると，滞納処分約 1,100 円のコストが掛かる
という。そうすると，7,140 円徴収するのに 1,100 円のコストを掛けていることになる。国税庁に
よると，地方税の百円当たりの徴税コストは近年 2.38 円～ 2.87 円である。7,140 円を徴収するのに
1,100 円掛けるというのは，百円当たりの徴税コストは約 15.4 円になる。ちなみに国税の百円当た





 　野洲市における滞納世帯 1,122，差押え件数 38 件，滞納世帯差押率 3.4％，前橋市における滞納

































国税不服審判所では「相続税法第 34 条第 1 項の連帯納付義務には，補充性がなく，告知は不要で
あり，本件連帯納付義務は徴収権の消滅時効等により消滅していないとされた事例」（http://www.
kfs.go.jp/service/MP/04/0803000000.html（2017 年 7 月 1 日））として，告知不要の場合を説明し
てある。 
 ⑷　国税庁ホームページの解説より。https://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/gakushu/hatten/
page14.htm（2017 年 7 月 1 日）を参照のこと。 
 ⑸　引用文献［2］11 頁。 
 ⑹　注⑷に同じ。 
 ⑺　国税庁ホームページの解説より。https://www.nta.go.jp/shiraberu/ippanjoho/gakushu/oyo/
page07.htm（2017 年 7 月 1 日）参照のこと。 
⑻　 群馬県前橋市のホームページ http://www.city.maebashi.gunma.jp/kurashi/23/016/p010160.html
および http://www.city.maebashi.gunma.jp/sisei/473/489/p001317.html（2017 年 7 月 1 日）を参
照のこと。 
 ⑼　ここで例に挙げているのは，「税金 G メン VS 悪質滞納者 差し押さえ現場」という（2016.05.11







http://www.nanigoto.net/entry/2016/05/11/125007（2017 年 7 月 1 日）を参照のこと。 
 ⑽　「非道　年金・保険を差し押さえる役所の急増」『サンデー毎日』2017.2.12 日号 16 ― 19 頁。また，
同誌 2017.7.9 日号でも「家計がぶっ壊れる重税地獄」174 ― 177 頁に同様の過酷な滞納処分の事例が
掲載されている。 
 ⑾　「国税徴収法」 
 第 141 条（質問及び検査） 
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http://www.mhlw.go.jp/file/04 ― Houdouhappyou ― 12401000 ― Hokenkyoku-Soumuka/0000112058.pdf
（2017 年 7 月 1 日） 
⒃　 引用文献［1］20 頁。 
 ⒄　朝日新聞 2008.05.28 日号では，「熊本県宇城市三角町の三角港で軽ワゴン車が海に転落し，乗っ






差し押さえを今年度から始めており，今井さんが所有する 4 台のうち移動販売車を含む 2 台を今月





 ⒅　野洲市ホームページによる。http://www.city.yasu.lg.jp/（2017 年 7 月 1 日）を参照のこと。 
 ⒆　野洲市総務部納税推進課の「債権の管理体制及び手法の整備について」http://www.city.yasu.
lg.jp/ikkrwebBrowse/material/files/group/4/24396.pdf（2017 年 7 月 1 日）を参照のこと。 
 ⒇　前橋市ホームページによる。http://www.city.maebashi.gunma.jp/（2017 年 7 月 1 日）を参照の
こと。 
21 　前橋市ホームページによる。http://www.city.maebashi.gunma.jp/kurashi/23/016/p010160.html
（2017 年 7 月 1 日）を参照のこと。 
22 　注21に同じ。 
 23　大阪社会保障推進協議会ホームページ，http://www.osaka-syahokyo.com/data.html（2017 年 7
月 1 日）を参照のこと。 
24　 国税庁ホームページ「徴税コストの累年比較」http://www.nta.go.jp/kohyo/tokei/kokuzeicho/




 ⑴　税務大学校編『国税徴収法（基礎編）平成 29 年度版』 
 　国税庁ホームページ（https://www.nta.go.jp/ntc/kouhon/tuusoku/mokuji.htm） 
 ⑵　加藤恒二「青色申告制度の課題―所得税を中心に―」『税大論叢第 41 号』2003 年 6 月 30 日 
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 Procedure for Collecting Delinquent Taxes and its Alternatives 
（Part Ⅰ） 
 Takeo SHIBATA 
 Abstract 
 After the war, Japan’s tax payment system became a voluntary declaration system where citi-
zens themselves fix and pay taxes; however, the problem of delinquency has worsened due to 
economic circumstances.  Procedure for collection shall be taken against arrears.  There is also a 
municipality that seized it as deposit claim when child allowance of seizure prohibited loan is de-
posited in bank account.  Delinquent disposal varies greatly depending on the municipalities, 
Maebashi City of Gumma prefecture and Yasu City of Shiga prefecture are in contrast with each 
other.  Although Yasu City temporarily suspends or abandons municipal bonds, it is said that 
prioritizing support for the poor will lead to an improvement in the motivation to pay, but Mae-
bashi City will be faced with a great deal of tax collection cost if it puts on a seizure.  Thus, 
which method is desirable as a municipality? 
 Key words:  Procedure for Collection, Maebashi City, Yasu City, National Tax Collection Act, 
Local Autonomy Act 
 
